
Ⅱ 安心して暮らせるしまね
５．生活基盤の維持・確保

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

91 中山間地域活性化重 79,688 ○島根県中山間地域活性化計画に掲げる重 地域振興部

点施策推進事業 点施策に積極的に取り組む市町村等を支 [地域政策課]

援 [交通対策課]

①中山間地域コミュニティ再生支援事業

18,688

・Ｈ２０～２２に実施したモデル事業の

成果をふまえ、中山間地域研究センタ

ーの研究員等が地域運営の仕組みづく

りをサポート

・公民館との連携強化のため、「実証！

地域力醸成プログラム」に中山間地域

の実践活動に対する支援枠を創設

②中山間地域コミュニティビジネス支援

事業 10,000

・地域住民が中心となって行う地域資源

の活用、生活サービスの提供などのコ

ミュニティビジネスの創出と拡大を支

援（事業化支援は「県民いきいき活動

促進事業」を活用）

③中山間地域活性化支援事業 30,000

地域の実情に応じて市町村が主体的・

積極的に行う多様な取組を支援

④交通空白地域解消支援事業【新規】

21,000

・交通空白地域の生活交通確保のため、

Ｈ２１～２２に実施した自治会輸送活

動支援事業の成果を含めた様々な対応

手段等を市町村に提供

・市町村が交通空白地域解消のために行

う実行計画策定や実証運行などの取組

を総合的に支援

［補 助 率］１／２

［補助上限］３，０００千円／地区



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

92 バス路線運行維持事 316,899 ○民間事業者や市町村によるバス等の路線 地域振興部

業 確保のために必要な経費の一部を助成 [交通対策課]

Ｈ２３年度から県と市町村の役割の明確

化、市町村の自主的な生活交通対策の支

援という観点から補助制度を見直し

【広域バス路線維持費補助金】

バス事業者が行う平成合併後の複数市町

村に跨るバス路線に対し、運行経費等を

助成（平均乗車密度等の要件を撤廃）

【生活交通確保対策交付金】

・広域通学系統維持交付金【新規】

県立高等学校への通学に日常的に利

用されている路線を対象に、市町村が

行う路線維持対策を支援

・生活交通総合交付金【新規】

市町村が行う路線維持対策について

運行形態にかかわらず財政力に応じ支

援（市町村税の１％以上部分を交付）

【バス運行対策費補助金】

バス事業者が行う広域的・基幹的なバス

路線に対し、国と協調して運行経費等を

助成



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

93 新規 地域貢献型集落営農 60,000 ○集落の維持・活性化に貢献する「地域貢 農林水産部

ステップアップ事業 献型集落営農組織」の育成、及びそれら [農業経営課]

の営農組織が行うＵＩターン者等の雇用

に向けた事業拡大等の取組を支援

①新規設立・育成支援事業

・地域貢献型集落営農組織の設立育成

［補助率］10千円/10a

・集落サポート経営体の設立育成

［補助率］ソフト1/2、ハード1/3

②地域貢献活動支援事業

・高齢者サービスや都市交流活動など、

経済・生活・人材維持等の地域貢献活

動を支援

［補助率］経済活動：1/2、

生活・人材維持活動：2/3

③人材育成・雇用確保ステップアップ支

援事業

・地域貢献型集落営農組織の人材育成、

加工や農外事業等の雇用拡大に向けた

取組を支援

［補助率］ソフト1/2、ハード1/3

④フォローアップ支援事業

・地域担い手協議会が実施するフォロー

アップ活動を支援

［補助率］1/2

94 中山間地域等直接支 1,507,402 ○平地地域と中山間地域等の農用地との生 農林水産部

払事業 産条件の格差に対し、交付金を交付 [農業経営課]

［３期対策］Ｈ２２～２６

［負担割合］

５法指定地域:国1/2、県1/4、市町村1/4

知事特認 :国1/3、県1/3、市町村1/3

［国における主な制度改正］

・農業者戸別所得補償制度の本格実施に

あたり、５法指定地域内の傾斜地以外

の条件不利地を交付対象に拡大

（本県）隠岐４町村が対象見込み



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

95 生活排水処理普及促 制度延長 ○下水道整備に係る現行の市町村支援制度 土 木 部

進交付金 (H18～22)を引き続き延長し、全国に比 [下水道推進課]

べて遅れている汚水処理施設の普及を促

進

［制度期間］Ｈ２３～２７

［整備目標］Ｈ３０年度 概ね８０％

96 ハートフルしまね事 44,023 ○ボランティア活動に意欲のある自治会等 土 木 部

業 が行う除草作業や植栽等に対して助成や [道路維持課]

損害保険料を負担 [河 川 課]

・道路 [都市計画課]

（除草） [港湾空港課]

100㎡当たり１回につき1,500円/団体 [砂 防 課]

（清掃等）実費：上限１万円/団体

・河川、海岸、港湾施設、砂防施設

（草刈） 200円/h/人

（清掃等）実費：上限１万円/団体

97 県民いきいき活動促 59,111 ○ＮＰＯやボランティア団体等が行うユニ 地域振興部

進事業 ークな発想や企画力を活かした地域活動 [地域政策課]

を支援

①地域活性化支援

地域に密着した活動で収益が見込まれ

る事業に対して助成

（立ち上げ支援型・事業拡大支援型）

②社会貢献支援

公共性・公益性の高い活動で収益が見

込まれない事業に対して助成

（初動支援型・継続支援型）

［制度概要］

区　分 対　　象

補助事業 30%

単独事業 12%

補助事業 50%

単独事業 50%

補助率

 H21年度末の普及率が県平
 均(70.4％)未満の市町村

集合処理

個別処理
（市町村設置型
  合併浄化槽）

 全市町村


